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事業手法 

事業手法比較 

市役所本庁舎の主な整備手法としては、「従来方式」、

「ＤＢ方式（Design Build：設計・施工一括発注方

式）」、「ＰＦＩ方式」が想定されます。 

各整備手法の仕組みと特徴は次のとおりです。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

短期契約 短期契約

仕様発注 仕様発注

○ 建物所有者 ： 市 ○ 建物所有者 ： 市

○ 特徴 ： ○ 特徴 ：

性能

発注

包括

発注

仕様発注

短期契約

※ 注　

短期契約

仕様発注

委託

委託

仕様発注

 ・市が設計、施工、維持管理をそれぞれ
 　別々に、仕様を確定させてから発注す
 　る方式
 ・設計、施工、維持管理を段階的に発注
　 するため、各段階で市の意向を反映さ
　 せやすく、社会状況の変化に対しても
　 柔軟に対応できる

 ・市が設計、施工を一括で性能発注する
　 方式
 ・民間事業者のノウハウを活用した設計
　 が行えるため、特殊な建築物や施工方
　 法に工夫を要するような難しい条件が
　 ある場合にも有効
 ・設計前の段階から建設事業者を確保で
　 きるため、早期着工・早期完成が求め
　 られる場合にも有効

仕様発注

※ 注　

従来方式

市

設計会社

ＤＢ方式

市

建設会社

設計会社

建設会社
（建築・電気・設備）

維持管理会社
（保守点検・修繕改修・

清掃・警備 など）

運営会社
（諸事業の実施 など）

運営会社
（諸事業の実施 など）

維持管理会社
（保守点検・修繕改修・

清掃・警備 など）

設計

建設

資料７ 
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※ ＰＦＩ方式について 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 建物所有者 ： 民間事業者もしくは市

○ 特徴 ：

長

期

契

約

性能

発注

包括

発注

 ・市が設計、施工、維持管理、運営を一
　 括で性能発注し、ＰＦＩ事業者が資金
　 調達～運営を行う長期契約の方式
 ・維持管理、運営に民間事業者のノウハ
　 ウや創意工夫が期待できるため、市民
　 サービス施設や収益施設との複合施設
　 などに有効

ＰＦＩ方式

市

ＰＦＩ

事業者

設計

建設

維持管理

運営
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◇ ＰＦＩ導入の判断基準 

ＶＦＭ（％）＝
従来方式によるＬＣＣ

従来方式によるＬＣＣ － ＰＦＩ方式によるＬＣＣ
 × １００

〈 Ｐ Ｆ Ｉ 方 式 〉〈 従 来 方 式 〉

支払利息

維持管理費
（運営費含む）

設計・建設費

支払利息

維持管理費
（運営費含む）

設計・建設費

ＶＦＭ

 
 ＰＦＩを導入するかどうかは、従来方式によるＬＣＣと、ＰＦＩ方式を採

用した場合のＬＣＣとを比較し、どちらが優位かで判断されます。 

 ＰＦＩ方式の採用による優位性をＶＦＭ（Value For Money）といい、同

方式を採用した方が支払いに対して価値の高いサービスを供給できると判

定された場合に「ＶＦＭがある（優位）」ということになります。 

 ＶＦＭは次の計算式により算出します。 

◇ ＰＦＩ導入の課題 ⇒ ＰＦＩ方式の採用は難しい 
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比較検討の観点 

 比較検討においては、次の観点を重視して比較を行

うものとします。 
 
 従来方式 DB1（実施設計以降一括発注） DB2（基本設計以降一括発注） 
概要 基本設計・実施設計・工事

を別々に発注する。基本設

計・実施設計の一括発注が

望ましい。 

基本設計は従来どおり行い、

発注支援業務を経て・DB（実
施設計・工事）を 1社に発注
する。 

発注支援業務は施主側で行う

が、設計以降すべての業務（基本

設計・実施設計・工事）を 1社に
発注する。 

一般的評価 ・経験が多い手法 
・事業者選定が容易 
・施主意向の反映が容易 

・基本設計を従来どおり行う

ことで、施主意向は反映が

容易 
・発注支援業務・実施設計監

修等の作業項目が増える

が、実施設計期間に工事準

備が開始できるため若干の

工期短縮が期待できる 

・特殊なノウハウや技術が必要

な場合に採用される方式 
・基本設計から事業者が行うた

め、施主意向が反映されてい

るかどうか確認できない場合

がある 
・事業者の都合で工法や性能同

等品が選定されるので、費用

対効果に問題が生じる場合が

ある 
施主意向の反

映 
・分割発注のため、施主意

向を詳細に反映させた

仕様で発注できる 
・基本設計・実施設計期間

内において、市民意見の

反映など、設計変更が比

較的に容易 
・物価変動や法改正などの

社会環境変化の影響を

受けた場合も、柔軟な対

応がしやすい 

・基本設計は別に発注するた

め、施主意向を詳細に反映

させた仕様で発注できる 
・施主意向を反映するため発

注支援業務の重要性が高ま

る（費用増加・期間延長） 
・実施設計時の市民意見の反

映による設計変更は、工事

費用の増額の可能性が生じ

る 

・設計、施工を一括で性能発注す

るため、市民意見を反映させ

る設計変更は容易ではない 
・施主意向を反映するため発注

支援業務の重要性が高まる

（費用増加・期間延長） 
・市民意見の反映による設計変

更は、工事費用の増額の可能

性が生じる 

工期 ・一般的な設計・施工期間 
・慣れている手法のため、

段取りがスムーズで、変

動リスクも少ない 
・入札不調の場合、工期が

伸びる場合がある 

・一般的な基本設計期間・実

施設計工事期間に追加し

て、発注支援業務や実施設

計監修業務などが必要 
・工事発注を設計と並行させ

ることで、工期短縮が可能 
・必要以上の工期短縮は不可

能 
 

・発注支援業務の高度化が求め

られるため、DB1 より時間が
かかる 
・工事発注を設計と並行させる

ことで、工期短縮が可能 
・必要以上の工期短縮は不可能。 
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コスト ・設計、施工について、プ

ロポーザル方式やＶＥ

の採用などにより、一定

の民間ノウハウの活用、

コスト削減効果が見込

まれる 
・設計を施主側で行うため

コスト管理が容易 

・実施設計、施工を一括で性

能発注することで、民間事

業者のノウハウを活用した

設計や、安価な資材・労務の

調達が可能であることなど

から、コスト削減効果が見

込まれる 
・契約後の金額変更にあたっ

ては、事業者提示価格をベ

ースにした交渉になり、価

格の透明性が確保しにく

く、その妥当性について協

議が難航しやすい 
・発注支援業務・実施設計監

修など工程が増えるため、

そのためのコストが必要に

なる 

・設計、施工を一括で性能発注す

ることで、民間事業者のノウ

ハウを活用した設計や、安価

な資材・労務の調達が可能で

あることなどから、コスト削

減効果が見込まれる 
・契約後の工事金額変更にあた

っては、事業者提示価格をベ

ースにした交渉になり、価格

の透明性が確保しにくく、そ

の妥当性について協議が難航

しやすい 
・発注支援業務・実施設計監修な

ど工程が増えるため、そのた

めのコストが必要になる 
・設計期間中に社会環境変化の

影響を受けた場合や、設計を

進める中で顕在化した市民意

見等を反映させる場合、さら

には、要求水準書の解釈の幅

の中で、事業者が提示した設

計と施主意向が一致せず、設

計の修正が必要となった場合

などは、その影響がすでに契

約済みの工事金額に及ぶた

め、工事金額の変更リスクが

大きい 
その他 
 

・入札手続きが簡単（慣れ

ている） 
・地元企業の参加可能性あ

り 

・発注支援業務・実施設計監

修業務等別途業務が必要 
・大手ゼネコンが中心となる 

・発注支援業務・実施設計監修業

務等別途業務が必要、特に要

求水準書の作成精度が必要 
・大手ゼネコンが中心となる 

当該事業との

適合性 
 

・一般的な市庁舎の建設事

業のため妥当な方法 
・一般的な市庁舎の建設事業

のため妥当な方法 
・一般的な市庁舎の建設事業で

特殊なノウハウや技術が不要

のため必然性が低い 
一般的評価 〇 

 
・施主が慣れた発注方法の

方が工程管理・コスト管

理が容易かつ確実 
・設計は施主側がすべて行

うため、市民意見の反映

が容易 

○ 
 
・基本設計までは従来型と同

様であるため、施主と市民

の意向の反映が容易 
・発注支援業務・実施設計監

修業務などが必要となるた

め、DBに入るまでに時間を

× 
 
・特殊なノウハウを必要としな

い市庁舎工事には不適格な工

法といえる 
・大手ゼネコン主導型となり、地

元企業の参加の可能性は低い 
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・基本設計・実施設計期間

は一括発注すれば短縮

の可能性あり 
・設計図書がしっかりして

いれば、工事の進捗がス

ムーズ 
・工事発注で地元企業の参

加の可能性が高まる 

が要する（工期延長） 
・基本設計だけを別発注する

場合、受託する設計会社が

現れない可能性が高く、事

業の進捗・工期に影響を与

える可能性が高い（入札不

調遅延リスク） 
・同等品使用により施主の思

いと出来栄えに差が生じる

場合がある 
 
 

新庁舎の建設にあたっては、本庁舎の老朽度や耐震

性能など勘案し、有利な地方債等を活用しつつ、早期

に事業を進めていく必要があります。 

そうした中、平成３２年度を期限とする地方債制度

「市町村役場機能緊急保全事業」の繰越しを見越し、

平成３３年度末までに、できるだけ事業の大部分を 

完了させることが望ましいと考えます。 

こうしたことを踏まえた上で、施主である市や市民

等の意見反映という点で優れた「従来方式」、コスト 

縮減、工期短縮の可能性がある点で優れた「ＤＢ１ 

方式」を比較し、現段階では、工期の短縮が期待でき

る「ＤＢ１方式」の方が、新庁舎建設事業の手法と  

して望ましいものではないかと考えられます。 

 
 



鳴門市事業方式別全体工程比較

年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度 ３４年度

月 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

従来方式による
標準工程 公告 プロポ承認 公告 入札 決定 承認

選定　３か月 基本設計　８か月 実施設計　１２か月 積算 選定　４か月 工事２０か月 外構　解体　工事　６か月

基本実施で２０か月 構造評定　確認申請　６か月

予定工程 新庁舎供用開始
工事着工 竣工

基本計画　　７か月 公告 入札 解体設計 公告 入札 一部先行解体工事 ２０か月 外構　解体　工事　８か月

公告 入札 解体工事監理 外構　解体工事監理

従来方式 公告 プロポ承認 公告 入札 決定 承認
選定　３か月 基本設計　５か月 実施設計　８か月 積算　許認可　 選定　４か月

（４か月）
基本実施で１４か月

工事費確定 公告 入札 承認 工事監理業務　（設計者の監理または第三者管理）
選定　３か月

DB方式 公告 プロポ承認 公告 評価 決定 承認
選定　３か月 基本設計　５か月 選定　４か月 実施設計　５か月 積算　許認可　 工事２０か月

４か月
業務期間　２９か月

事業費確定

公告 入札 承認 PM・CM業務　
選定　３か月 ３２か月


